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九州電力送配電株式会社

中国九州間連系線（九州向き）運用容量拡大の検討について

第４回将来の運用容量等の
在り方に関する作業会 資料３－３



１．これまでの議論状況および検討の進め方 1

出典：第3回将来の運用容量等の在り方に関する作業会 資料4（2024.10.10）

• 容量（ｋW）市場の約定処理過程において、九州エリアの信頼度が未達となり、電源等の追加処
理が行われている状況にある中、周波数低下側での制約がある中国九州間連系線（九州向き）
運用容量の拡大に関する検討が 「第3回 将来の運用容量等の在り方に関する作業会」 においてタ
スクアウトされた。

• これを受け、負荷制限を考慮することによる運用容量拡大についての技術的検証を踏まえ、システム
改修が不要であり、至近年で実現可能な負荷側UFRを活用する方策等の検討結果を報告する。
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運用容量細分化による拡大効果（例：冬季ピーク）

①～2024年5月（2点データ／1日）
②2024年6月～（48点データ／1日）

２．運用容量細分化による拡大（ステップ１） 2

• 中国九州間連系線（九州向き）運用容量は、同ルート断時に九州エリアの周波数低下が許容範
囲内に収まること、その際の周波数（電圧）変化に伴うPV不要解列量を考慮し、0～４５万kW
程度と設定。

• なお、これまで九州向きの市場分断の実績がほぼなかったことから、運用容量は実運用で2点データ
（48コマの昼間帯・夜間帯の最小値）を使用（下図①）。

• 2024年4月以降、九州向き潮流による市場分断が散見されたことから、広域機関の送配電等業務
指針第197条に基づき、 2024年6月1日より2点データから48点データに細分化し、運用容量
拡大を図っている（下図②）。

点灯帯
＋40万ｋW
程度改善

送配電等業務指針（運用容量の算出断面）
第197条 連系線の運用容量は、次の各号に掲げる場合を除き、30分ごとの値を算出する。
一 週間計画より前の断面の運用容量を算出する場合
二 市場分断の発生が見込まれない場合
三 第195条第２項第１号から第３号までの規定により運用容量が定まる場合

PV不要解列量は、FRT非対応
PV設備量をもとに、各月・各時
間帯の日射量実績（２σ値）
から設定



（参考）PV不要解列量について 3

• 2016年度に発生した275kV幸田碧南線、および275kV上越火力線のルート故障において、一部
のPCSの単独運転検出機能（受動的方式、FRT非対応）が、系統故障時の周波数変化を敏感
に検出し、太陽光発電を解列することが判明した。

• このため、運用容量設定においてPV不要解列量を、天候に関わらず発電実績の設備容量比2σ値
で月毎に一律で控除している。

出典：第21回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会
資料4（2017.9.8）

出典：第2回運用容量検討会 資料2-1（2017.9.22）
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出典：第1回運用容量検討会 資料1（2019.4.26）

• 至近年で実現可能な対応策として、レジリエンス対応で設置している59.1Hz負荷側UFRを活用
し、負荷制限量として織り込むことで運用容量が拡大可能であるかを検討。

• 北海道エリアのブラックアウトを機に、中西エリアでは大規模電源脱落時のレジリエンス対応として、「負
荷遮断を59.1Hzで実施」するために、負荷側UFRを中西各社で一律設定のうえ設置。

３．運用容量に負荷制限を織り込むことによる拡大（ステップ2）
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• 今回、大規模電源脱落時のレジリエンス対応として、中西各社で一律設定の59.1Hz負荷側UFR設
定量を所与のものとして検討を実施。

• 具体的には、中国九州間連系線ルート断による九州エリア単独系統において、負荷側UFR動作後の
周波数変動をシミュレーションし、反動により周波数上昇Ryが動作しないことを確認。

• 負荷側UFRを59.1Hzで設定した場合、負荷制限量は系統容量（負荷）によって異なるため、系統
容量（負荷）に応じた運用容量の拡大量となる。

• なお、負荷制限は、変電所単位など一定の規模をUFRで遮断するが、昼間帯においてはPV出力によ
るアップ潮流により負荷制限量が減少する。

３．運用容量に負荷制限を織り込むことによる拡大（ステップ2）：技術的検証
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PV出力カーブ（イメージ）
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• PV出力は天候により変動するため、晴天時においてはPVによるアップ潮流の影響でUFR対象負荷
制限量が減少する一方で、供給力は大幅に増加する。

• UFR対象負荷は天候・時間によるPV出力の影響を受けるため、昼間帯の運用容量算出においては
この影響を考慮する必要がある。

（参考）PV出力による負荷制限量の減少

曇り→晴れで
400万kWの
供給力増加

0:00 2:00 4:00 6:00 8:00 10:00 12:00 14:00 16:00 18:00 20:00 22:00 0:00

UFR対象負荷カーブ（イメージ）

天候「晴れ」

天候「曇り」

天候「雨」

凡例

曇り→晴れで
20万kWの

運用容量低下
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• 九州内に設置している負荷側UFRはアナログ型とデジタル型が混在し、アナログ型は整定ステップが
0.25Hz刻みであることから、59.1Hz整定はデジタル型を使用する必要がある。

• 59.1Hz負荷側UFRは公平性の観点から動作後に対象回線を変更させることで考えているが、現状
九州内のデジタル型の設置数は限定的であることなどから、計画的にデジタル型の新規設置及びアナ
ログ型の老朽更新を実施しているところ。

• このため、59.1Hz負荷側UFRの負荷制限量を織り込んだ運用容量拡大時期は、これらの設備
対策並びに後述する運用対策検討（昼間帯の拡大：ステップ１－２、２－２ ）を踏まえ、
2026年度頃を目指す。

３．運用容量に負荷制限を織り込むことによる拡大（ステップ2）：実現方策
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運用容量の拡大効果（例：冬季ピーク）
～2024年5月（2点データ／1日）
[ステップ1]2024年6月～（48点データ／1日）
[ステップ2]負荷側UFRの織り込み
[ステップ1-2、2-2]前々日天候予測によるPV出力見直しイメージ(例：天候不良)

今回検討した九州向き運用容量算術式 ＝ 系統容量 × 系統特性定数 － 発電機解列量※ ＋ 負荷制限織り込み量※（今回追加）

PV不要解列量の見直し

負荷制限量の積み増し

点灯帯
＋４０万ｋW
程度改善

点灯帯
＋６０万ｋW
程度改善

※前々日の出力予測から算出

• ステップ１、２を検討した結果、点灯帯を中心に運用容量が拡大したが、昼間帯はPV出力の影響で
拡大幅が小さい。

• 特に冬季は昼間帯に最大需要が発生すること、一般的にPV出力と需要が逆相関であることを考慮す
ると、PV出力を適切に反映し、PV不要解列量や負荷制限量へのアップ潮流の影響を低減させ、運用
容量を更に拡大できる可能性がある。

• 具体的には、実運用において、前々日の出力予測を使用することによりPV出力予測が小さい場合は、
以下の図のように昼間帯の運用容量の拡大が図れる。

４．昼間帯の運用容量の拡大（ステップ１－２、２－２）

[ステップ1-2]

[ステップ2-2]

運用容量算出時期

ステップ1、2 年間計画

ステップ1-2、2-2 前々日
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[PV上振れ時の対応案]

前々日 実運用

計
画
潮
流

前々日 実運用

計
画
潮
流

マージン
設定

仮に、PV上振れ
がなく、需給上
必要な場合は、
マージン開放で
対応

運
用
容
量

運
用
容
量

運
用
容
量

運
用
容
量

PV上振れによる
運用容量低下

混雑処理
混雑処理

なし

４．昼間帯の運用容量の拡大（ステップ１－２、２－２）：課題と対応策

（現状の運用） （運用見直し案）

• 実運用において、PV出力が前々日予測より上振れする場合、運用容量が低下し、混雑処理が発生
する可能性がある。

PV上振れにより運用容量低下量を大きく上回る供給力となるため、需給運用上は問題ない

• 対応案の１つとしてマージン設定が考えられるが、実運用での適用に向けて、実現の可能性も含め
広域機関殿や一般送配電事業者と協議しながら今後検討を進める。
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• 現状の電力需給検証の運用容量に反映しているPV不要解列量は、PV出力を需要との相関は考
慮せず、月毎の２σの値を採用。

• 一方、冬季などは、需要とPV出力は一般的に逆相関にあり、相関を考慮することが適切と考えれば、
需要上位2σの範囲におけるPV出力の最大値を採用するという考え方もある。

（参考）今回の運用容量拡大効果の計画への反映①（需給検証）

需要上位２σ範囲

需要上位２σ範囲におけ
るPV出力の最大値を採用

〔需要デュレーション及びPV出力比率〕 過去３か年平日実績(2021～2023)、10時断面(需要最大断面)を抽出

今回採用値

従来採用値
運用容量への影響
６万ｋW



（参考）今回の運用容量拡大効果の計画への反映②（EUE算定） 11

• 中長期的な供給信頼度の確率計算を行う際、PV出力は天候の影響を反映した調整係数を用いた
供給力として算定されており、運用容量算出においては、このPV出力をもとにPV不要解列量や負荷
遮断量を設定するという考え方もある。
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EUEで設定する運用容量（イメージ）

EUE算定用の運用容量

従来（運用容量細分化前）

ステップ1、2の効果

天候の影響による効果



12５．まとめ

• 中国九州間連系線（九州向き）運用容量の拡大方策として、ステップ１（0～40万kW程度）と
ステップ２（10～60万kW程度）の対策により、点灯帯を中心に最大100万kW程度の拡大が見
込まれる。

• また、ステップ１ー２、２ー２を実現することで、これまで減少していた昼間帯（特に冬季）の運用容
量拡大が図れる。

• 今後、広域機関殿と連携し、EUE評価や需給検証などへの効果を確認するとともに、実運用面の課
題整理や設備対策を進め、実現性や運用開始時期の見極めを広域機関殿や一般送配電事業者
と行っていく。

• さらに、EUE評価を踏まえながら、中長期的な追加対策検討についても必要に応じて広域機関殿と
調整することとしたい。


